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経営理念

経営理念

経営理念

お客様のために
お客様の喜びを自らの喜びとし、輝く未来を目指
してともに歩んでまいります。

　

地域のために
新たな価値を創出し、地域の創生・活性化に貢献
します。

　

社会的責任
（CSR、SDGs、ESG）

公正かつ健全な経営をおこない、持続可能な社会
づくりに寄与します。

　

役職員のために
変革と挑戦を続け、活力ある組織を目指します。

　

ユニバーサルバリュー宣言(SDGs行動宣言)　2019.1.21制定

１．人を大切にする

２．地域を大切にする

３．地域への取組みを通じて世界の課題と向き合う

４．取組みの裾野を広げる

　経営理念は、当金庫の基本的価値観を明文化し、これを企業としての使命、経営の目的、役職員の行動指針として金庫の
内外に表明するものです。全ての役職員が本経営理念の趣旨を深く理解し、実現に向けて行動することを目的として本経営
理念を定めています。

　当金庫では、組織全体あるいは役職員の一人一人が地域の一部、社会の一部、ひいては世界の一部であると考え、世界的
課題である「持続可能な社会の実現」「誰一人、取り残さない社会の実現」を目指します。そのために、当金庫はSDGsを経
営理念の根幹に位置付け、広く社会課題の解決に取り組むとともに、自らも持続的成長を目指していくことを宣言します。

働き方改革、ワークライフバランス向上、ダイバーシティ推進等、全ての人が個性と能力を十分に発揮できる働きがいのあ
る職場づくりに努めます。また、金融仲介機能の発揮を通じて、人権保護、社会的弱者支援等の社会的課題の解決に貢献し
ます。

地域産業成長へのコミットメント、お取引先企業の付加価値向上、お客さまの豊かな生活の実現等、地域の魅力や価値を創
出することで、地域・お取引先・当金庫それぞれの持続的な成長を目指します。また、地域の環境保全や災害対策強化に取
り組むことで、住み続けられる街づくりに貢献します。

金融仲介機能の発揮を通じて、地球温暖化防止、生物多様性保全等、世界的な課題の解決に貢献するとともに、地域におけ
る具体的な取組みを進めます。

お取引先や金庫役職員におけるSDGsの認知度・理解度の向上に努めるとともに、お取引先のSDGsへの取組みを支援する
ことを通じて、取組みの裾野の拡大を目指します。
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経営方針

経営方針

第ニ次中期経営計画｢Run to the Future～未来への挑戦～｣概要
(2024年度～2026年度)

　当金庫は2024年度より、第二次中期経営計画｢Run to the Future ～未来への挑戦～｣をスタートしました。
　本計画では、静岡県西部地域の10年後のありたい姿を、｢魅力あふれる、持続可能な地域経済・社会｣と据えながら、　
その実現に向けた｢原動力｣として、当金庫が貢献していくことを、長期ビジョンとして掲げています。

＜長期ビジョン＞▶▶
当金庫は、地域の課題解決企業として

「魅力あふれる、持続可能な地域経済・社会」
実現のための原動力となる。

｢魅力あふれる、持続可能な地域経済・社会｣を実現するために・・・

金融仲介機能の
強化

信用金庫としての
存在意義の発揮

収益力の強化、
財務体質の強靭化

人的資本経営の
実現

1．お客さまとの接点強化を図り、課題解決機能・金融仲介機能を発揮する

2．“信用金庫”の強みを磨き、地域へ貢献するための収益力を強化する

3．職員が活き活きと働き、誰もが輝ける職場環境や組織風土を目指す

Ⅰ「金融仲介機能の発揮」

①コアビジネス戦略・・・【ファイナンス機能強化による資金供給力の強化】
地域経済の持続的な発展に向け、信用金庫の重要な役割である「金融仲介、資金供給」などのファ
イナンス機能を再構築していきます。

②ソリューション戦略・・・【課題発見力と課題解決力（提案力）でお困りごと「ゼロ」を目指す】
お客さま、地域の皆さまの、お困りごと「ゼロ」を合言葉に、伴走型支援を通じた「課題解決」を
進めていきます。

Ⅱ「経営基盤の強化」

③人財戦略・・・【人的資本経営の実現】
経営戦略に即した人財戦略を確立して、必要
な「人財」の確保と育成を進めるとともに、エ
ンゲージメントと役職員相互間の信頼関係を
高めていきます。

④経営力強化戦略・・・【経営環境変化に
向けた体制整備】
お客さま、地域の皆さまを支えるために必要
な、経営力を強化していきます。

⑤DX・IT戦略・・・【イノベーションと共創
価値向上】
デジタルとITを活用し、イノベーションによ
る新たなお客さま体験創出と共創価値向上を
実現していきます。

⑥サステナブル戦略・・・【持続可能な社会
の実現】
地域との信頼関係を維持、強化しながら、持
続可能な地域社会の構築に貢献してまいりま
す。

3年間
中期ビジョン

3つの
基本方針

6つの
戦略
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金庫概要

金庫概況

概　要 (2026年3月31日現在)

金庫名称
正式名称 浜松磐田信用金庫
通 称 浜松いわた信用金庫

店舗数 営 業 店 87店舗(うち店舗内店舗16、出張所1)
拠 点 数 71拠点

店外ATM数 店外ATM 52拠点

営業地区

2026年7月1日
現在

静 岡 県 浜松市 磐田市 湖西市 袋井市
周智郡森町 掛川市 菊川市
御前崎市 牧之原市 島田市
榛原郡 静岡市 藤枝市 焼津市

愛 知 県 豊橋市 北設楽郡(旧設楽町を除く)

本店所在地 浜松市中央区元城町114番地の1

設立 1950(昭和25)年4月10日

出資金 22億16百万円(会員数121,087人)
　

業容

預金量(譲渡性預金含む) 2兆8,730億円
貸出金量 1兆4,524億円
役職員数：金庫単体 1,624人

：金庫グループ全体 1,687人

関連会社
浜松いわたビジネスサービス株式会社
はましんリース株式会社
浜松いわた信用保証株式会社

海外拠点 バンコク駐在員事務所

主要業務 預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務、
外国為替業務、社債受託及び登録業務、附帯業務　

営業地区について

　信用金庫は、会員制度による協同組織の地域金融機関で
あり、一定地域内の中小企業や地域住民の方を会員として
います。融資対象は会員の方を原則としておりますが、会
員以外の方の融資も一定の条件で認められています。一
方、預金は会員以外の方でもご利用いただけます。当金庫
の営業区域は上記の市町に限定されております。なお信用
金庫法による会員資格は、金庫の営業地区内に①住所また

は居所を有する方、②事業所を有する方、③勤労に従事す
る方、④事業所を有する方の役員及びその信用金庫の役員
となっているほか、個人事業者では常時使用する従業員数
が300人を超える場合、また法人事業者で常時使用する従
業員が300人を超えかつ資本金が9億円を超える場合は会
員となれない、など規模による制限があります。

主要な事業の内容

1.預 金 業 務 (1) 預金･･･当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、納税準備預金、
外貨預金等を取り扱っております。

(2) 譲渡性預金･･･譲渡可能な預金を取り扱っております。
2.貸 出 業 務 (1) 貸付･･･手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取り扱っております。

(2) 手形の割引･･･商業手形及び荷付為替手形の割引を取り扱っております。
3.有 価 証券投資業務 預金の支払準備及び資金運用のため、国債、地方債、社債、株式、その他の証券等に投資してお

ります。
4.内 国 為 替 業 務 送金為替、振込及び代金取立等を取り扱っております。
5.外 国 為 替 業 務 輸出、輸入及び外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。
6.社債受託及び登録業務 担保付社債信託法による社債の受託、公共債の募集受託及び登録に関する業務を行っております。
7.附 帯 業 務 (1)代理業務 ①日本銀行歳入代理店業務 ②地方公共団体の公金取扱業務 ③勤労者退職金共済機構等の代理店業務 ④株式

払込金の受入代理業務及び株式配当金、公社債元利金の支払代理業務 ⑤住宅金融支援機構等の代理貸付業務

(2)保護預り及び貸金庫業務 (3)有価証券の貸付 (4)債務の保証 (5)公共債の引受 (6)国債等公共
債及び証券投資信託の窓口販売 (7)保険商品の募集業務(保険業法に基づく保険募集) (8)共済募
集業務(中小労災共済法に基づく共済募集) (9)電子債権記録業に係る業務
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業績ハイライト

業績ハイライト
業　績

主要な経営指標 (単位：利益千円、残高百万円、比率％)

2024年度 2025年度

経 常 収 益 34,076,208 46,456,455
経 常 利 益 3,118,049 5,841,793
当 期 純 利 益 2,264,628 4,154,500
出 資 総 額 2,242 2,216
出資総口数(千口) 22,424 22,169
純 資 産 額 117,883 130,912
総 資 産 額 3,149,477 3,234,007
預 金 積 金 残 高
( 譲 渡 性 預 金 含 む ) 2,845,455 2,873,093
貸 出 金 残 高 1,393,762 1,452,483
有 価 証 券 残 高 978,561 933,041
単体自己資本比率 13.35% 13.22%

　

　預金積金は、個人預金を中心に堅調に増加し、譲渡性を
含む期末残高は前期比276億37百万円（0.97％）増加の
2兆8,730億93百万円となりました。
　また、貸出金は、課題解決を起点とした伴走型支援活動
を通じて、積極的かつ機動的な案件創出と資金供給によ
り、お客様の取組みを後押しした結果、期末残高は前期比
587億20百万円（4.21％）増加の1兆4,524億83百万円
となりました。
　収支については、費用面では預金支払利息が増加、更に
は有価証券売却損の計上等があったものの、収入面で貸出
金利息収入や各種ソリューション提供を通じた受入手数料
収入が堅調に推移したため、当期純利益は前期比18億89
百万円（83.45％）増加の41億54百万円となりました。

金融経済環境
　2025年度の日本経済は、賃上げの広がりに加え、設備
投資やインバウンド需要の持ち直し、新政権発足に伴う政
策期待の高まり等を背景に、日経平均株価が過去最高値を
更新する場面もみられるなど、緩やかな回復基調が続きま
した。一方、米国の関税政策や中東情勢の緊迫化を背景に
先行き不確実性が高まるなか、人手不足や原油を中心とし
た原材料価格の高騰による物価上昇が、企業収益や個人消
費の下押し要因となる場面もみられました。

　当地域経済は、主要産業である自動車関連産業の堅調な
受注などに支えられ、緩やかな回復基調が継続しました。
もっとも、業種によっては、原材料価格・仕入価格や人件
費等の上昇分を販売価格へ十分に転嫁できないケースもみ
られ、景況感は不透明感の残る状況が続いています。

今後の展望と課題
　人口減少・少子高齢化といった構造的課題に加え、脱炭
素社会への移行やDXの進展、「金利のある世界」の定
着、さらに米国の関税政策を契機とした国際経済・サプラ
イチェーンの変化、地政学リスク等を背景とする為替・金
利・資源価格の変動などにより、当地域経済・社会は大き
な転換期にあります。当金庫は、これらの変化を地域変革
の機会と捉え、地域とともに歩む信用金庫としての役割と
責任を一層強く認識しています。

　第二次中期経営計画の最終年度となる2026年度は、計
画達成を確実なものとするとともに、次期中期経営計画へ
円滑に移行するための重要な年度と位置付け、引き続きお
客様との対話を重ね、信頼関係を大切にしながら金融仲介
機能を十分に発揮し、「魅力あふれる、持続可能な地域経
済・社会」の実現に貢献してまいります。
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健全性について、不良債権の現状について

健全性について
単体自己資本比率

　自己資本比率は、金融機関の安全性、健全性を示す基本的な指標です。
　2026年3月末の単体自己資本比率は13.22％となり、国内基準である4％を大きく上回る高い水準を維持しております。

単体自己資本比率 ＝ 1,856億66百万円（自己資本の額） ×100＝13.22％1兆3,593億27百万円（ 信用リスク・
アセット ）＋441億08百万円（ オペレーショナル・

リスク ）

項目 2026年3月末
コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 187,996
コア資本に係る調整項目の額 （ロ） 2,330
自己資本の額 （ハ）＝（イ）－（ロ） 185,666
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）＝（ホ）＋（ヘ） 1,403,435
　　信用リスク・アセット （ホ） 1,359,327
　　オペレーショナル・リスク （ヘ） 44,108
単体自己資本比率 （ハ）／（ニ）×100 13.22%

(単位：百万円)

不良債権の現状について

信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
(単位：百万円)

区　分 開示残高
(a)

保全額
(b)

保全率
(b)/(a)

引当率
(d)/(a-c)

担保・保証等に
よる回収見込額

(c)
貸倒引当金

(d)

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

2024年度 2,679 2,679 1,296 1,383 100.0% 100.0%
2025年度 5,959 5,959 1,989 3,970 100.0% 100.0%

危 険 債 権 2024年度 47,135 42,664 33,137 9,527 90.5% 68.0%
2025年度 41,958 37,894 29,470 8,423 90.3% 67.4%

要 管 理 債 権 2024年度 11,627 5,358 2,918 2,439 46.0% 28.0%
2025年度 7,185 2,727 1,912 815 37.9% 15.4%

三月以上延滞債権 2024年度 1 1 1 － 100.0% 100.0%
2025年度 22 22 22 － 100.0% 100.0%

貸出条件緩和債権 2024年度 11,626 5,357 2,917 2,439 46.0% 28.0%
2025年度 7,163 2,705 1,889 815 37.7% 15.4%

小　　　　　　 計(A) 2024年度 61,442 50,703 37,351 13,351 82.5% 55.4%
2025年度 55,104 46,582 33,373 13,209 84.5% 60.7%

正　 常　 債　 権(B) 2024年度 1,353,613
2025年度 1,416,207

総与信残高(A)＋(B) 2024年度 1,415,055
2025年度 1,471,311

　2025年度の開示債権は、前期比63億38百万円減少し、551億4百万円となり、総与信に占める割合は3.74％となりました。
　この開示債権合計に対する担保・保証等による保全率は84.5％となっております。
　今後につきましても、リスク管理態勢を強化し資産の健全性を確保していくとともに、地域金融機関の責務として、お取
引先企業の経営指導や経営再建支援等へ積極的に取り組み、地域の活性化に寄与してまいります。

(注) 1. ｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権及びこれらに準ずる債権です。

2. ｢危険債権｣とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りが
できない可能性の高い債権で、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣に該当しない債権です。

3. ｢要管理債権｣とは、信用金庫法上の｢三月以上延滞債権｣に該当する貸出金と｢貸出条件緩和債権｣に該当する貸出金の合計額です。
4. ｢三月以上延滞債権｣とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣及び

｢危険債権｣に該当しない貸出金です。
5. ｢貸出条件緩和債権｣とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に

有利となる取決めを行った貸出金で、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣、｢危険債権｣及び｢三月以上延滞債権｣に該当しない貸出金です。
6. ｢正常債権｣(B)とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣、｢危険債権｣及び｢要管理

債権｣以外の債権です。
7. ｢担保・保証等による回収見込額｣(c)は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
8. ｢貸倒引当金｣(d)には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
9. ｢破産更生債権及びこれらに準ずる債権｣、｢危険債権｣及び｢正常債権｣が対象となる債権は、貸借対照表の｢有価証券｣中の社債(その元本の償還及び利息

の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募(金融商品取引法第2条第3項)によるものに限る。)、貸
出金、外国為替、｢その他資産｣中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っ
ている場合のその有価証券(使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。)です。
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